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意見書（案）の提出について
●■衿●‐●

「京都府におけるウデfルス性肝炎検査体制の拡大強化を求める意見書（案）」

を別紙ゐ:とおり､会露繩噛14条第i項ゐ規定により提出陰筑I
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別紙意見書(案)の趣旨により提出する。 や■■
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京都府におけるウイルメ性肝炎検査体制の拡大強化を求め．る意見書僕）
｡~｡夕

日本における這型ﾛｷ炎､c型肝炎患者の多くは､売血による輸血､医療槻関による注射
器や注射針の使ﾚ回u学梯等の集団予防雛での注射器等の使い回し､､ウイルスに汚染

･された血液製剤の使用など(こより感染している｡いわゆる.｢医原病｣の被害者である。

ｳｲﾙｽ性職は､多くの錫合感染後も自覚症状がないことが多し:､だあ､途切な時期に
治療を受ける機会がなく、本人が気づかないうちに肝硬変や肝がんへ移行ずる感染者が多
くいる。．；

そのため､国は肝炎対策基本法を定め､､医療助成な・ど｢肝炎治療促進のための環境整備』．
、｡

や、「肝疾患診療体制の整備、医師等に対する研修､相談体制整備などの患者支援等」と共

に､肝炎ｳｲﾙズ感染着の早期発見のため$｢肝炎ｳｲﾙｽ検査の促進｣にも取り組み､螺
e『

健所等における肝炎ウイルス検査の受診勧奨と検査体制の整備」「市町村における肝炎ウイ

ルス検査等の実施｣を進めている。 j
，●、

．しかし、京都府において肝炎ウイルス検査の受検状況は、大きく遅れており、早急に対

策を講じ､すべての府民が､－刻芭早く肝炎検査を受け､慰染している方を適切な治療に
結びつけることが求められてV､る。、：

そのため､)京都府が特定感染症検査等事業として実施している保健所での職ｶｲﾙﾒ
検査と医療機関への無獺験査委託の体制を抜本的に強ｲけることが求められている。：・
よっ頑京都府におかれては､.下記事項を実施されるよ:う強く要望す箔。
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1．京都府の保健所で実施される特定感染症検査等事業による〔肝炎ウイルス検査｣の実

.．'･施日，時間を拡大すること。

2．58医療機関にとどまっている医療機関へ幟料肝炎検査の委託を､平成26年中に
全医療機関錨に拡大すること｡当面､ただちにすべての市町村と；京丹後市､南丹
市､与謝野町<京丹波町においては､'合併前のすトミての旧町地域に無料肝炎検査の委

託医羅機関を設けること｡‘、、‘ ：，．
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以上、地方自治法第99条の規定により意見害を提出する｡，
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平戒25年12月19日
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